
札幌市放課後児童健全育成事業助成金交付要綱 
 

平成３１年３月２９日制定 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、札幌市放課後児童健全育成事業実施要綱（以下「実施要綱」と

いう。）第１条第２項に基づき、民間児童育成会に対する助成金の交付に関し、必要

な事項を定めるものとする。 

（助成金） 

第２条 札幌市は、実施要綱第１０条第２項に規定する民間児童育成会登録通知書兼助

成金通知書により通知した民間児童育成会に対し、その運営費等の一部を助成するも

のとする。 

２  前項の規定により民間児童育成会に助成する項目及び額は、別表１に定める助成額

交付基準に基づき、札幌市の予算の範囲内で交付する。 

３ 札幌市が交付する助成金は、民間児童育成会の収入の大半を占める財源であり、本

事業の円滑な運営のためには事業完了前に助成金を交付する必要があることから、地

方自治法施行令第１６２条第３号により概算払とすることができる。 

４ 札幌市が交付する助成金については、放課後児童健全育成事業の実施に係る経費に

のみ充てるものとし、他の目的に使用してはならない。 

５ 助成金の算出に係る細目については、この要綱に定めるもののほか札幌市が定める

ものとする。 

（助成金の交付申請） 

第３条  助成金の交付を受けようとする民間児童育成会は、札幌市が別に定める提出期

限までに、民間児童育成会助成金交付申請書兼口座振替申出書を提出しなければなら

ない。ただし、民間児童育成会の登録が月の途中でなされたときは、登録された日の

属する月の翌月から助成金の額を計算するものとする。 

２ 別表１に定める減免額分助成費について交付申請を行う場合は、必要書類を添付し、

札幌市が別に定める提出期限までに、保護者会費減免助成申請書を札幌市に提出しな

ければならない。ただし、申請の対象となる児童の登録が年度の途中でなされたとき

は、登録された日の属する月の翌月から助成金の額を計算するものとし、保護者会費の

滞納が発生している場合は対象外とする。 



３ 別表１に定める以下の各号について交付申請を行う場合は、必要書類を添付し、民

間児童育成会の登録と合わせて仮申請書を提出しなければならない。 

(1) 放課後児童支援員等処遇改善等事業 

(2) 放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業 

(3) 送迎支援加算 

(4) 長期休暇支援加算 

(5）育成支援体制強化事業 

４ 前項により申請した場合については、札幌市が定める提出期限までに、本申請書を

提出しなければならない。 

５ 別表１に定める移転関連費用補助について交付申請を行う場合は、札幌市と事前協

議の上、必要書類を添付し、移転関連費用補助申請書を提出しなければならない。 

６ 別表１の別紙１に定める年度内運営支援費について交付申請を行う場合は、札幌市

と事前協議の上、民間児童育成会助成金交付申請書を提出するものとする。 

７ 別表１に定める第三者評価受審推進事業について交付申請を行う場合は、札幌市と

事前協議の上、必要書類を添付し、放課後児童クラブ第三者評価受審推進事業申請書

を提出しなくてはならない。 

８ 別表１に定める放課後児童支援員等処遇改善事業（月額 9,000 円相当賃金改善）に

ついて交付を希望する場合は、必要書類を添付し、札幌市が別に定める提出期限まで

に賃金改善計画書及び民間児童育成会助成金交付申請書兼口座振替申出書を提出し、

職員へ改善された賃金を支払わなければならない。 

９ 別表１の別紙２に定める環境整備等支援助成について交付申請を行う場合は、必要

書類を添付し、札幌市が別に定める期限までに申請書を提出しなくてはならない。 

（交付決定） 

第４条 札幌市は、前条第１項及び第３項から第９項の申請を受理したときは、その内

容を審査し、適正と認めたときは交付額を決定し、民間児童育成会助成金交付決定通

知書により通知するものとする。ただし、助成金の額の基礎となる対象児童数は、助

成金交付月の２月前（ただし、第１期については登録時）における人数により概算で

算出するものとする。 

２ 札幌市は、前条第２項の申請を受理したときは、その内容を審査し、その結果につ

いて保護者会費減免額分助成決定（却下）通知書により通知するほか、前項により交



付額を通知するものとする。 

（交付時期） 

第５条 助成金の交付は、年４期に分けて５月、８月、１１月、２月の２５日に行うも

のとする。 

２ 前項に規定する月に交付する助成金の算出基礎期間は次の各号のとおりとする。 

(1) １期の算出基礎期間は、４月から６月までの３か月分とする。 

(2) ２期の算出基礎期間は、７月から９月までの３か月分とする。 

(3) ３期の算出基礎期間は、１０月から１２月までの３か月分とする。 

(4) ４期の算出基礎期間は、１月から３月までの３か月分とする。 

３ 第１項に規定する月の２５日が土曜日、日曜日及び祝日の場合は、前営業日に交付

するものとする。 

４ 札幌市は、民間児童育成会が第３条に規定する提出期限までに必要書類を提出しな

いとき又は書類に不備があり提出期限を超過したときは、第１項に規定する交付日に

交付しないことができる。 

５ その他、札幌市が別に定めた申請の提出期限により、第１項の時期での交付が困難

な場合には、札幌市が別に定める時期に交付を行うことができる。 

（助成金交付額の月次調整） 

第６条 札幌市は、第５条第２項に定める算出基礎期間における基礎数値等の変更届出

又は実績報告等による再算定額に差異が生じたときは、次の交付時期又は第７条に定

める事業実績報告における精算時の助成金交付額においてその差異の助成金を追加又

は減額するものとする。 

（事業実績報告） 

第７条 民間児童育成会は、第３条について交付申請を行い、事業終了後、札幌市が別

に定める提出期限までに必要書類を添付して事業実績報告書を提出しなければならな

い。 

２ 概算払とした助成金については、前項の際に、併せて精算を行うものとする。 

３ 第２項の精算に伴い生じた過不足資金については、年度内の予算において返還又は

追給するものとする。 

（余剰金の取扱い） 

第８条 民間児童育成会は、育成会における規定及び育成委員会の議決に基づき、決算



整理に伴い生じた余剰金を修繕及び退職金等に係る積立金及び保護者会費の軽減の財

源等に充てることができる。 

２ 解散又は登録が取り消しとなった民間児童育成会は、解散又は取り消しとなった日

（以下、「廃止日」という。）の属する年度に係る民間児童育成会事業実績報告書に

おいて、廃止日における残余財産について公正で公益に資する処分方法を定め、育成

委員会の議決により決定しなければならない。 

３ 第１号又は前号の処置を実施しない場合又は実施してもなお余剰金が生じる場合に

ついては、助成金の趣旨を勘案し、札幌市に返納しなければならない。ただし、余剰

金のうち、翌年度の第１期の助成金交付までに支出しなければならない経費等、特段

の事情があり札幌市が認めた場合はこの限りではない。 

（助成金返納及び返還命令） 

第９条 民間児童育成会が次の各号の一に該当する場合、札幌市は助成金の交付を停止

し又は既に交付した助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(1) 民間児童育成会が助成金算定に必要な書類を虚偽作成して提出するなど不正な手

段により助成金の交付を受けたとき又は受けようとしたとき。 

(2) 児童福祉法、札幌市児童福祉法施行条例、札幌市放課後児童健全育成事業の届出等

に関する取扱要綱、実施要綱及び当該要綱等に違反したとき。 

(3) 提出書類の提出遅延等が相次ぐなど、札幌市の助成金を交付している団体として

適性を欠いていると札幌市が認めたとき。 

(4) 実施要綱第１４条各号の規定により民間児童育成会の登録を取り消したとき。 

(5) 民間児童育成会が助成金を受けることを辞退したとき。 

２ 札幌市は、民間児童育成会が前項第１号から第３号の一つに該当し、かつ、札幌市

の指導に従わない又は改善が見込まれないと認めたときは、翌年度以降、当該民間児

童育成会への助成金の交付を行わないことができる。 

（施行細目） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、子ども未来局長が定

める。 

 附則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和元年７月５日から施行し、平成３１年４月１日まで遡及して適用



する。 

３ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、令和２年５月29日から施行し、令和2年４月１日まで遡及して適用する。 

５ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

６ この要綱は、令和３年５月 24 日から施行し、令和３年４月１日まで遡及して適用

する。 

７ この要綱は、令和３年 10 月 14 日から施行し、令和３年４月１日まで遡及して適用

する。 

８ この要綱は、令和４年２月 16 日から施行し、令和３年 12 月 20 日まで遡及して適

用する。 

９ この要綱は、令和４年６月 10 日から施行し、令和４年４月１日まで遡及して適用

する。 

10 この要綱は、令和４年７月 12 日から施行し、令和４年７月１日まで遡及して適用

する。 

11 この要綱は、令和４年 11 月 21 日から施行し、令和４年 10 月１日まで遡及して適

用する。 

12 この要綱は、令和４年 12 月 13 日から施行し、令和４年 12 月１日まで遡及して適

用する。 

13 この要綱は、令和５年９月 28 日から施行し、令和５年４月１日まで遡及して適用

する。 

14 この要綱は、令和６年 11 月 15 日から施行し、令和６年４月１日まで遡及して適用

する。 

15 この要綱は、令和７年２月５日から施行し、令和６年４月１日まで遡及して適用す

る。 

16 別表１の別紙２の２送迎用バスの安全装置の設置及び３性被害防止対策に係る設

備の設置については、令和７年３月 31 日満了をもって、その効力を失う。ただし、同

日までに交付決定を受けた申請に係る助成金については、同日後も効力を有する。 









 

 

 

  

 

   

 

  

  

 

   

   

  

 

  
 

 

     

 

  

 

  

   

 

 

  

  

 

 



  

 

 



 

 

 

 

 

  

   

   

 

 

      

 

   

   

 

 

      

 

  

 

 

            

 

  

  

 

   

         

 


